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・ 売上高は、

住宅地図データベースを活用したGIS関連の売上が堅調に推移し

前年同期比で、４９百万円増収の２４７億８３百万円となりました。

・損益面では、

営業損失は、 ５億５５百万円悪化し、 ３億７８百万円 、

経常損失は、 ６億３０百万円悪化し、 ２億７百万円 、

親会社株主に帰属する四半期純損失は、

５億７百万円悪化し、３億８７百万円となりました。

・これにより、売上高は２期連続の増収となりましたが

各利益は２期ぶりの減益となりました。

・業績予想比では、売上高は概ね予定通り推移しましたが、

損益面では上期業績に基づき、

ゼンリン個別の業績連動部分の賞与引当金の一部を下期から

第２四半期に計上したことにより、当初より営業費用が増加し、

営業利益が減少いたしました。
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売上高・利益の過年度推移



営業利益の前年比較について、主に売上高の増減による影響を示しております。

・住宅地図帳などを販売する「出版事業」は、

地図帳の減少に加え、前期の国勢調査に係る受託案件の影響などにより、

３億円の減収となりました。

・住宅地図データベースを活用する「GIS事業」は、ＧＩＳパッケージの売上が

堅調に推移したこと等により３億円の増収となりました。

・また、インターネットサービス等を展開する「ＩＣＴ事業」は

スマートフォン向けサービスの有料会員数の減少は続くものの、

法人向けの地図データ提供やアプリケーション開発案件などにより

前期売上水準を維持しました。

・「ITＳ事業」は、国内カーナビゲーション用データの売上が増加したこと

などにより、２億円の増収となりました。

・一方で営業費用は、時空間情報システムの償却費が増加したことに加え、

人件費など一般管理費の増加などにより、６億円の増加となりました。

以上の結果、営業利益は前年同期比で、５億円の減益となりました。
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ZGP2020で区分した事業別売上高の過年度推移
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セグメント情報は、決算短信に記載の

「地図データベース関連事業」

「一般印刷関連事業」

「その他」の

３区分にて表示しております。
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地図データベース関連事業
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一般印刷関連事業・その他
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キャッシュ・フローの状況

・営業活動においては、売掛債権の回収などにより、

３６億３６百万円となりました。

・投資活動では、有形及び無形固定資産の取得や

連結子会社とした

ＧＩＳマーケティングを展開する（株）ゼンリンジオインテリジェンス、

車載向けソフトウェアの開発・提供を行うAbalta Technologies社の

株式取得などにより、２９億５４百万円を支出いたしました。

その結果、フリーキャッシュフローは、

５億６７百万円減少し、

６億８１百万円となりました。

・財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払、リース債務の返済

などにより９億８百万円の支出となりました。
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目次 ２０１７年３月期 通期業績予想
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第２四半期の業績は減益となりましたが、

通期の業績につきましては、現段階において

概ね計画通りに推移していることから、

５月９日に公表いたしました通期の業績予想は

据え置くことといたしました。
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・当社は安定的かつ継続的な配当の実施を基本方針として、

連結株主資本配当率（DOE）３％以上を目標としております。

・この方針に基づき、

中間配当金は、当初予定どおり１株当たり１７円といたしました。

また、期末配当金も１株当たり１７円を予定しており

２０１７年３月期の年間配当金は前期比１円５０銭増配の

１株あたり３４円となる予定でございます。
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目次 事業概況



２０２０年３月期までの事業別売上高を示しています。

事業別では進捗に差がありますが、

現時点では、ＺＧＰ２０２０最終年度である２０２０年３月期の目標は

見直さず、事業別の施策を実施してまいります。
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★手軽に利用できるオンデマンドサービスの拡充

全国のコンビニに設置されているマルチコピー機でのサービスに続き、

2016年6月に当社公式オンラインショップからも住宅地図の出力サービス開始。

いつでも、どこでも、必要な範囲で、住宅地図情報が入手可能。

★地図を新たなコンセプトで捉えて市場創造

地図ステーショナリー「mati mati」シリーズは、4アイテム、10エリアで展開中

・アイテム：クリアファイル（¥380）、ノートパッド（¥380）、

マスキングテープ（¥430）、ふせん（¥480）

・エリア ：札幌、仙台、丸の内、表参道、吉祥寺、横浜、京都、梅田、

神戸、福岡 天神

・チャネル：全国のロフト他で販売

BtoCのほか、BtoBtoCの（企業等のノベルティ）としての拡大も検討中。

当社地図データを利用するため、地域を問わず全国エリアで対応可能。
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★用途開発された商品と新価格の投入でゼンリンＧＩＳブランドを構築

★ＧＩＳ利用の裾野拡大に向けたエントリーモデルの投入

詳細は次頁以降で説明
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★ＧＩＳ事業の商品とターゲットを体系化

・今期施策と売上予想135億円の内訳を記載。

（カッコ）内は前期比

★ＧＩＳセレクション （詳細はP20）

「業種」をターゲットにしたＧＩＳパッケージから、

「業務」に特化したセレクションにより、アップセルを狙う。

★ＧＩＳマーケティング （詳細はP21）

ＳＮＳを活用したＧＩＳマーケティングの広告モデルを企画。

また、中小企業向けＧＩＳマーケティングパッケージ提供。

★小規模事業者向けエントリーモデル （詳細はＰ22）

グループリソースを活用した営業支援システムを企画。
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★不動産業者向けＧＩＳセレクション

GISパッケージ不動産の契約者の要望をもとに、付加価値ある機能を

実装し、ＧＩＳセレクションとして展開予定。

まずは不動産取引業者向けに、用地仕入業務に対応した

セレクション商品を開発中。
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★ＧＩＳマーケティングにおけるＳＮＳを活用した広告モデル

・従来は、ＳＮＳで得られる年齢・性別・投稿等からターゲティングした

広告出稿であった。

・ＳＮＳの情報に加え、

地図情報と年収･家族構成などの情報と組み合わせることで、

どんな暮らしをしているか、どんな家に住んでいるかまで、

ターゲットが設定可能。
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★小規模事業者向けの営業支援システム

・これまで初期コストや仕様検討及び設計など、敷居が高い

とされていたGIS利用について、

ゼンリングループが既に保有している資産を活用した、

安価で導入/活用しやすいクラウド型サービスを企画・検討。

・ニーズに対応した機能を備えた最適なパッケージとしてサービス化

クラウド型サービスで専用機器を必要とせず、アプリを組み込んだ

端末を提供し、

サービス・通信費（※）・利用料をセットにしたストック型モデル。

（※）ＭＶＮＯ事業者登録済み
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・業務資本提携したカカクコム様とは新たなサービスを継続検討中であり、

着実に進めているところ。

・デジタルサイネージは福岡市内の商業施設（キャナルシティ）で導入。

（多言語による屋内案内）

今後はその他の商業施設のほか駅構内でのニーズに応えて行く予定。

・ドローン市場への取り組み

日本初のドローンサービスプラットフォーム「SoraPass」を開始。

<http://www.zenrin.co.jp/news/pdf/160525.pdf>

規制に対して適正に利用するための地図情報のニーズは高まっており、

空のネットワークデータ（ドローン用地図）を開発中。

（参考）

経済産業省「ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の実現プロジェクト」

の一環として、福島にテストフィールドと広域エリア（相馬～浪江）の約１３ｋｍにて

実験
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★高精度地図の技術確立と商品企画推進（詳細は P25）
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・本年6月に、三菱電機様、パスコ様と、『ダイナミックマップ基盤企画株式会社』に

設立出資。

本会社は、高精度地図の共通基盤に関する標準仕様や、関係官庁との各種調整、

今後の事業性の評価などの検討を行う会社として、自動車メーカー、地図会社など

15社からの出資を得て、２０１７年度中の事業化に向けた検討を進めている。

・また、当社は高精度地図の共通基盤の仕様検討に参画すると同時に、

競争領域である各社固有の情報追加や、各種アプリケーション向けのデータ編集など、

データ提供サービスまでを一環した地図ソリューションとして実現するため

ZGM Ａuto を開発中。

・ZGM Ａuto は、これまでのカーナビ向けデータベースの開発や、

各メーカーとの高精度地図データベースに関する試作開発などの実績を活かして、

当社の時空間情報システムを基盤に、論理ネットワーク、誘導ネットワーク、

レーンネットワーク、高精度地図データを構造化し、ＡＤＡＳ向けに最適化したデータを

各自動車メーカーへ提供できる仕組みである。

・特にＡＤＡＳ向けデータでは、その鮮度、つまりメンテナンスが重要な要素となる為、

差分更新や、更新データを選択提供できる機能なども実装。

・さらに、新たな動的情報の収集や、データ更新に必要な情報は、

走行情報、プローブデータやセンサープローブを利用する事が有力であり、

ZGM Ａuto の特性を活かし、大手IoTメーカーとも共同で開発を進めている。
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★２０１６年９月にAbalta Technologies社を子会社化

（子会社化の目的）

海外事業における既存のカーナビゲーション向け地図データ整備

やコンテンツ整備のノウハウに加え、

Abalta Technologies社の車載ソフトウェアを組み合わせた

ソリューション提供により、

新興国エリアを中心とした事業強化を目指す。
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Abalta Technologies社のサービスの特徴として、

・ハイスペックのカーナビが普及している日本国内というより、

カーナビよりもスマートフォンの方が先行普及してる新興国を

見据えている。

・同様のサービスもあるが、カーメーカー独自ブランドでの提供が

可能。

・日系メーカーでの採用実績あり。

27



その他事業は連結子会社による地図データベース事業以外の事業

を集約した区分。
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